
●ジェンダー平等のまちへ ジェンダーフリー・性の多様化・ケア労働者の処遇改善 

あらゆる場面のジェンダーフリー 

防災対策、避難所について 

 

 防災対策、避難所についてジェンダー平等の

視点からお聞きします。 

政府は、2020年５月、「災害対応力を強化す

る女性の視点～男女共同参画の視点からの防

災、復興ガイドライン」を発表。「女性は防災・

復興の『主体的担い手』」「男女の人権を尊重

し安全・安心を確保」など七つの基本方針を明

記しました。また、「避難所の生活環境の改善」

「避難所や仮設住宅などでの性暴力の防止や相

談対応」など３５の課題を掲げ、チェックシー

トで点検できるようになっています。 

しかし、現状はまだまだ不十分です。２０１６

年４月の熊本地震の際の調査（内閣府男女共同

参画局）では、その一端が示されています。 

（配布資料をご覧ください） 

 被災１カ月後までに、指定避難所のある２４

市町村で、「間仕切りによるプライバシー確立」

がなされたのは１３自治体にすぎません。「女

性用更衣室」１１自治体、「女性専用の物干し

場」１自治体、「女性に対する暴力を防ぐ措置」

４自治体などです（別表）。 

 避難所での女性たちの生活がいかに困難であ

ったかを示しています。そして、社会のおくれ

た現状が避難所生活に反映されたものといえま

す。 

 緊急事態宣言のもと、自宅生活のなかで、「妻

だけが、仕事も家事も、子育てもの生活だった」

「ＤＶ被害が増大している」などの実態も明ら

かになりました。 

 災害時には避難所や仮設住宅などで、女性や

答弁要旨議員ご紹介のとおり、本市でも、避難

所運営において女性の視点を取り入れることは

大変重要であると認識しております。このこと

から、本市の地域防災計画には、避難所の運営

管理について、『多様な視点を反映させるた

め、女性の参画に努める。」と明記しており、

避難所運営組織を結成する際には構成員の男女

バランスに配慮することとしております。ま

た、被災地で支援業務に従事した本市職員の経

験も踏まえ、避難所内に授乳室を設けること

や、更衣室、トイレ、物干し場は男女別に設け

ること、避難者の居住区画を区割りする際に配

慮する点や、避難所に掲示される生活支援情報

などの内容を確認するとともに、防災訓練で実

践的に取り組んでまいりました。 

こうした積極的な取り組みに加えて、今後ます

ます性の多様性への理解促進に努める必要があ

ると認識しており、庁内関係部局とも連携し、

誰もが安心して避難生活を送ることができる避

難所の環境整備に取り組んでまいります。以上 

 



子どもに対する暴力の発生・増加をいかに防ぐ

かという視点が必須です。 

こうした改善を進めるには、避難所の運営に女

性の意見を反映させる仕組みが欠かせません。 

 熊本県益城（ましき）町の避難所では、女性

の代表を中心に、食事配り、トイレ掃除も男女

が行う、女性や子どもの専用スペースの確保、

働く女性の子どもを預かる互助サポート体制な

どが作られました。 

 防災や災害対応にジェンダー平等の視点で臨

むのは、世界的な流れです。第２３回国連特別

総会（２０００年）では、防災・減災・復興の

戦略や人道支援にジェンダー平等の視点を導入

することを勧告。第２回国連世界防災会議（０

５年）では、「あらゆる災害リスク管理の政策・

決定過程にジェンダーの視点を」と議論されま

した。 

 こうした立場にたった本気の取り組みが求め

られています。 

2018年、３年前、静岡県三島市の避難所を視

察しました。そこでは震度 6 の地震が発生した

時点で、あらかじめそれぞれの避難所に配置さ

れている 4 名の市の職員が駆けつけ、避難所を

開設することになっていました。4 名の中には

必ず女性の職員が 1 名付けられており、女性の

みなさんが少しでも安心して避難所での生活が

できるような配慮がされていました。 

 

Q.おたずねします。尼崎の避難所では、ジェン

ダー平等の観点からどのような工夫がされてい

るのでしょうか？また今後の課題についてどの

ように考えているのでしょうか？。 
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市長にお尋ねします。本市は性の多様性にか

かわる社会的問題について、どのように取り

組んでいますか。これまでの取り組み状況を

お聞かせください。 

 

性の多様性に関する取組につきましては、

平成 29年 3月に策定いたしました「第 3次尼

崎市男女共同参画計画」において、「性の多

様性に配慮した人権の尊重」を方針に盛り込

み、性の多様性について理解を深めるための

啓発等に取り組んでいるところでございます。

啓発の具体的な取組としましては、平成 26年

7月に女性センタートレビエにおいて市民向け

の講演会の実施をはじめ、昨年は地域総合セ

ンター神崎での講演会や、女性センタートレビ

エと園田学園女子大学との「つながりプロジエ

クト」として、性的マイノリティの方々が、差別

や偏見にさらされることなく、自分らしく生きて

いける社会の実現を考える機会 

となるよう授業を実施するなど、これまで 400

名を超える方々の参加をいただいたところでご

ざいます。今年度につきましても、その取組を

さらに強めるため、公益社団法人尼崎人権啓

発協会が中心となり、トレビエ、地域総合セン

ターが連携し、市民向けの連続した講演会を

実施する予定でございます。また、その他の

取組といたしましては、武庫支所をはじめ、新

たに設置する公共施設において、性の多様性

に配慮した多目的トイレの設置を進めている

ほか、申請書や公文書等の性別記載欄を設

けるにあたっては、その必要性について十分

検討を行うよう周知徹底を図るなどの取組を

進めているところでございます。 

 

 

本市においても、LGBT当事者の実情や要望

を聞く機会を作ること、LGBT当事者が相談で

きる場所や居場所を作ること、市民へと性の

多様性尊重について周知・啓発を行うこと、些

細なことからでも性の多様性に対応した行政

性の多様性に関する取組につきましては、

平成 29年 3月に策定いたしました「第 3次尼

崎市男女共同参画計画」において、「性の多

様性に配慮した人権の尊重」を方針に盛り込



サービスを実施していくことが必要だと思いま

すが、いかがですか。市長の見解をお聞かせ

ください。 

 

み、性の多様性について理解を深めるための

啓発等に取り組んでいるところでございます。 

啓発の具体的な取組としましては、平成 26年 7月に

女性センタートレビエにおいて市民向けの講演会の

実施をはじめ、昨年は地域総合センター神崎での講

演会や、女性センタートレビエと園田学園女子大学と

の「つながりプロジエクト」として、性的マイノリティの

方々が、差別や偏見にさらされることなく、自分らしく

生きていける社会の実現を考える機会となるよう授

業を実施するなど、これまで400名を超える方々の参

加をいただいたところでございます。今年度につきま

しても、その取組をさらに強めるため、公益社団法人

尼崎人権啓発協会が中心となり、トレビエ、地域総合

センターが連携し、市民向けの連続した講演会を実

施する予定でございます。また、その他の取組といた

しましては、武庫支所をはじめ、新たに設置する公共

施設において、性の多様性に配慮した多目的トイレ

の設置を進めているほか、申請書や公文書等の性

別記載欄を設けるにあたっては、その必要性につい

て十分検討を行うよう周知徹底を図るなどの取組を

進めているところでございます。 

 

 

ケア労働者の処遇改善支援策を 

2018.２徳田 

（高齢者対策について） 

  

高齢者対策についてです。介護保険法制定

から２０年が経過しました。当初は介護の社会

化の理念がうたわれていましたが、今はそれ

に逆行する介護の家族化、互助化ともいえる

事態が進行しています。 

 特別養護老人ホームへの入所希望者が増

えています。現在、市内での特養待機者は３８

３人と、建設が急がれています。特養の建設

は介護保険事業計画から大幅に遅れていま

す。法人経営者の皆さんは、「建物をつくって

も、介護職員の処遇があまりにも劣悪のた

現在、国においては、介護人材の確保を「ニ

ッポンー億総活躍プラン」の重要な柱の一つ

に据え、介護の仕事の魅力向上を目指し、介

護人材の処遇改善等に継続的に取り組んで

いるところです。その中で、平成 30年度の介

護報酬改定においては、平均 0.54%のプラス

改定とともに、今後、多様な人材の確保と生産

性の向上を目的に、人材の有効活用や機能

の分化、ロボット技術等を用いた負担軽減等

に取り組むこととしております。 

本市においても、介護関係事業者との意見交換を

はじめ、特別養護老人ホームの応募を見送った事

業者からも、人材の確保が大きな課題である旨を

聞いており、今般策定の第 7 期高齢者保健福祉計



め、職員の確保が困難で特養建設の募集に

手上げすることができない」と語っています。 

 

 そこでお尋ねします。介護職員の処遇改善

は市独自の支援策が必要ではないか。また国

に対してもっと強く処遇改善の要望を挙げてい

くことが必要ではないかと考えますが、市長の

見解をお聞かせください。 

 

画・介護保険事業計画において、「担い手づくりの

推進」を重点的な取組の一つに位置づけ、引き続

き、ハローワーク尼崎と連携する中で、生活支援

サポーターの養成をはじめ、市内の介護事業所等

における福祉人材の確保に取り組むこととしてお

ります。そのような中、本市独自の介護職員の処

遇改善策については、厳しい財政状況の中での実

施は困難でございますが、介護人材の確保は、介

護保険制度の安定的な運営に不可欠な取組である

ことから、引き続き、国に対して、全国市長会等

を通じて、介護保険制度に関する重点提言として、

介護従事者の確保・育成・定着と処遇改善の一層

の促進を図るため、財政措置の拡充と併せ、地域

の実情を踏まえた実効ある対策の実施を強く要望

してまいります。 

 

 

 


